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はじめに
2016 年 4 月 1 日に障害を理由とする差別の解消の推
進に関して必要な施策を策定し, 実施することを求める
｢障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 (以
下, 障害者差別解消法)｣ が施行され, 大学などの高等
教育機関においては, 障害を持つ学生や教職員への差別
的取扱いの禁止が法的義務となり, ｢合理的配慮｣ が求
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学生支援部局との連携による ｢合理的配慮｣ の実践
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要旨：
障害者差別解消法の施行によって, 大学教育における ｢合理的配慮｣ が求められるようになった. 大学における ｢合理的
配慮｣ においては, 授業がわからないことは学生の責任ではなく, 教員が積極的に対応すべき課題である. そのため, 日本
福祉大学で筆者が担当した ｢スウェーデンの社会と福祉｣ では, 学生支援部局と連携することで, 専門的な知見からのアド
バイスを得て, 個々の障害学生のニーズを共有することで教育方針を再構築し, 伴走型支援を行った. また, アクティブ・
ラーニングと生活綴方という柔軟な対応が可能な教育方法によって, 学生一人一人の思いに応えることでユニバーサルデザ




























すると, それに先立って 2006 年に国連で障害者の権利
に関する条約が採択されたことによって, 同条約を批准
するにあたって整備が進められたものである. 日本は
2013 年に障害者差別解消法を制定し, 2015 年に障害者





























と ｢過重な負担｣ の線引きに関する議論や, 対立が生じ
ている. どこまでが ｢合理的配慮｣ で, どこからが ｢過
重な負担｣ であるのかは不明瞭であり, その判断は現場
の状況に委ねられているが, 従来から ｢合理的配慮｣ を
してこなかった現場にとっては, すべてが ｢過重な負担｣
と判断されかねない.
石井 (2015) は ｢合理的配慮｣ を考察する中で, 高橋
















松岡ほか (2015) は, 大学の授業における ｢合理的配




























部科学省 (2015) の示している大学等が指針とすべき 6
つの視点が足がかりとなる. それは, 機会の確保, 情報


































対応と ｢合理的配慮｣ のあり方, そして学生支援部局に
ついて素描し, 続く第三章で筆者が行った学生支援部局
との連携と, ユニバーサルデザイン型の講義の構成につ





















援の質の向上に努めている. また大泉 (2006a) による







2001 年度には 97 名, 2004 年度には 115 名が在籍し, 共
に全国で最も多い在籍者数だった (大泉 2006b). 2008




























































｢合理的配慮｣ の決定過程の中核でもある. ここに, 学
生支援センターは ｢直接先生と話すことが難しい場合は,
学生支援センターまで相談してください. 一緒に先生に
伝えることもできます｣ という形で, 介入, 支援をする
可能性を確保している.
2－3 合理的配慮と教員との連携の位置づけ
日本福祉大学では 2016 年に ｢日本福祉大学における
障害等のある学生支援に関する基本方針｣ を設定してい
る (日本福祉大学学生支援センター 2015). その理念・
目標では, ｢一人ひとりの学生が, 障害の有無の別なく

















いる. 続く第三項では, ｢本学は, 障害等のある学生支
援を実施するにあたり, すべての教学機関, 学内部署,
教職員が密に連携を図ることができるような体制を整え
ます｣ として, 障害学生支援部局が単体で, あるいは教
員が単体で学生を支援するのではなく, すべての機関が
連携して学生支援にあたることを定めている.










養科目で, 2017 年度は前期の金曜日 1限 (9：20～10：
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ることを説明し, その後で相談を寄せた障害学生を交え

















































た本棚がある程度である. 1 限の授業が終わり, 2 限の
終わり頃の時間に筆者が訪ねたときには学生はテーブル












































































































































ることは一つの方法である. また, 辻・雨宮 (2015) が












ける ｢合理的配慮｣ について論じた. 先行研究から障害

























型支援が可能になり, また ｢誰にでも分かる｣ という教
育のユニバーサルデザイン化につながる. その際に, 教
員の責任感やカリキュラムの硬直性が壁として立ち現れ

































の学生に対して ｢合理的配慮｣ が実施されるよう, さら
なる研究が求められる.
註
 アメリカの教育テレビ番組, ｢セサミストリート｣ の手法
を参考にしている.
 板書の元になる筆者の講義ノートでは, B5のノート 1ペー
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